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持続可能なエネルギーシステムをめざして

2013/10/15

自然エネルギー財団 事務局長

大野輝之
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本日のお話

１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

■２問題解決への３つの新しい動き

ー３・１１後の変化

３ 持続可能なエネルギーシステムの実現のため

これから何が大切か
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本日のお話

１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

①日本の電力システムを

いかに安全で持続可能なものにしていくのか

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

①日本の電力システムを

いかに安全で持続可能なものにしていくのか

■持続可能であるためには

・安全であること：原発への懸念→現在、二度目の原発ゼロ

・安定的に需要を満たす：中期的には老朽火力の問題

・料金が高騰しない：「燃料費問題」

・低炭素：気候変動の危機を招かない
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

①日本の電力システムを

いかに安全で持続可能なものにしていくのか

■燃料費負担軽減のために、原発利用の推進を求める意見も

出典：資源エネルギー庁資料
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

①日本の電力システムを

いかに安全で持続可能なものにしていくのか

■しかし、燃料費以外のコストは、、、、、
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

①日本の電力システムを

いかに安全で持続可能なものにしていくのか

・建設費の高騰に加え、

事故リスク対応費の増加

等により、原発コストは増加

・更に、使用済み燃料の処分方法

は未定のまま

→原発依存の継続は

将来への負担先送り
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

『2012年、米国の気象/気候事象 トップ１０』
（2013年1月。米海洋大気局 国立気候データセンター）

第１位 ： ハリケーン・サンディ

・カリブ諸国、アメリカ合衆国、
カナダで、少なくとも185名の
死者
・米国における損害は、
数100億ドル（数兆円規模）
（史上最大級の被害額）

http://www1.ncdc.noaa.gov/pub/data/cmb/special-reports/top-ten/top-ten-
2012-lo-rez.pdft等より作成 http://time-az.com/
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

第２位 ： 米国本土の干ばつ～数１０億ドルの農業被害

8/12、コネチカット州の原発：
冷却水として利用してきた海水
温度が上がりすぎたため、
原子炉２基のうち１基を停止

※2012夏は世界でも。
ロシア東部な世界各地の農業
地帯で干ばつが続く。小麦、
トウモロコシ、大豆等の農作物
が大きな被害を受け、7月中に
世界の食料価格は10%上昇

http://www1.ncdc.noaa.gov/pub/data/cmb/special-
reports/top-ten/top-ten-2012-lo-rez.pdf

http://www.afpbb.com/article/disaster-accidents-
crime/disaster/2889828/9260280
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

日本での｢大雨」の発生頻度は増加傾向

温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポー 「日本の気候変動とその影響」
（2009 年10 月。文部科学省、 気象庁、環境省）
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

『ステロイド漬けの気候』
『バリー・ボンズの打ったホームラ
ンのうち、どれがステロイドによるも
のかを言うことはできないけど、ス
テロイドがボンズにより多くヒットを
打たせ、遠くに飛ばすことを助けた
のは間違いない。
いまやステロイド漬けの気候にな

っているのだ』。「ビジネスウイーク」2012年11月1日号
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

世界の主要温室効果ガス濃度は過去最高値に

2011年度平均濃度
390ppm 
：年2ｐｐｍずつ増加

２０１３年５月
ハワイの観測所が、
史上初の400ppm
を記録
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１ 日本の直面する２つのエネルギー問題

②気候変動の危機回避に寄与する

低炭素なエネルギー社会への転換

２０１３年９月

IPCC(気候変動に関する政府間パネル）

第５次評価報告書の公表
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本日のお話

２ 問題解決への３つの新しい動き

①節電・省エネの深化

②自然エネルギー本格普及の開始

③新しいプレーヤーの参入
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２問題解決への新しい３つの動き

①「電力不足」後の節電・省エネの深化
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２問題解決への新しい３つの動き
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製造業のエネルギー消費原単位の推移

約40%削減

エネルギー白書2013

http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2013energyhtml/index.html

30年近く大きな改善はない

1986年以降、エネルギー効率の改善は遅滞している。
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産業用モーターのポテンシャル

産業用モーターは日本の電力消費の55%を占める。

省エネ法ベンチマーク目標基準値：最も高い効率クラス（
IE3）、目標年度：2015年度を設定

年間155億kWh

（日本の消費電力の約1.5％）

の削減ポテンシャル。

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会三相誘導電動機判断基準小委員会（第２回）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shou_energy_kijun/sansou_yudou/002_haifu.ht
ml

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shou_energy_kijun/sansou_yudou/002_haifu.html
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発電所の省エネポテンシャル

LNG火力発電所

1990年以前：

平均発電効率約40%

石油火力発電所

平均発電効率約37.9%

石炭火力

平均発電効率約39.5%

日本環境学会 温室効果ガス排出実態の分析委員会報告 2010年04月10日

http://jaes.sakura.ne.jp/archives/768

石炭火力や石油火力の最新LNGに
置き換えることで、省エネ効果

http://jaes.sakura.ne.jp/archives/768
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省エネの経済メリット 電力需要の抑制によって火力発電の利用が抑制

原発停止にともなう燃料費増（政府試算） 第３回電力需給検証小委員会

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/jukyu_kensho/pdf/003_03_00.pdf

電力調査統計

http://www.enecho.meti.go.jp/info/statistics/denryoku/result-2.htm

約766億kWhのギャップ、

燃料費１兆円分の削減効果

※節電以外に景気や気候の影響も含まれている

*政府試算は平成24年10月

2010年比の2012年追加火力発電量の政府試算と実績

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/jukyu_kensho/pdf/003_03_00.pdf
http://www.enecho.meti.go.jp/info/statistics/denryoku/result-2.htm
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる

（

出典：資源エネルギー庁
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる

■自然エネルギーへの「懸念」

・値段が高い

・「中長期的には重要だが、いまはまだ力不足」

・「お天気次第で変動するから、不安定」

→世界の先進事例は、これらを既に克服
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる
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２問題解決への新しい３つの動き

②自然エネルギーの本格的な普及が始まる
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２問題解決への新しい３つの動き

③エネルギー施策・事業の新たな担い手の参入
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２問題解決への新しい３つの動き

③エネルギー施策・事業の新たな担い手の参入
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本日のお話

３ 持続可能なエネルギーシステムの実現のため

これから何が大切か

いま、電力・エネルギーに関し、国が進めていること

・「エネルギー基本計画」の改定

・電力制度改革

・原発の新規制基準に基づく審査

・汚染水問題

・電気料金・会計制度の検討 などなど
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３ これから何が大切か

●日本の電力システムを
いかに安全で持続可能なものにしていくか。

●気候変動の危機を
回避できるエネルギー社会への転換

「節電・省エネの徹底」と「自然エネルギーの普及」

「新しい担い手の力で進める」＆「それを加速する仕組みづくり」
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３これから何が大切か

①新しい「エネルギー基本計画」を

３・１１後の変化を踏まえたものに

・現行の計画は、2010年6月鵜

策定

→２０３０年に

原子力発電を53％に
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３これから何が大切か

①新しい「エネルギー基本計画」を

３・１１後の変化を踏まえたものに

■打ち出すべき方向性

・原発に依存しない社会への展望

・自然エネルギーの大幅な普及

・省エネルギーの徹底

・多様な主体が参加する

分散型エネルギーシステムへの転換
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３これから何が大切か

①新しい「エネルギー基本計画」を

３・１１後の変化を踏まえたものに

■自然エネルギー財団の取組み

・９月18日 「エネルギー基本計画 ３つの論点」発表

・11月上旬 シンポジウム

「分散型エネルギーシステムへの展望(仮称）」

開催予定

・11月末 「エネルギー基本計画への提言」発表予定
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３これから何が大切か

②電力システム改革を、

真に競争的な市場環境を生み出すものへ
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３これから何が大切か

②電力システム改革を、

真に競争的な市場環境を生み出すものへ

出典：東京都環境局資料
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３これから何が大切か

③地域からの省エネ推進、自然エネルギー、

分散型エネルギー普及の動きを更に強める

出典：東京都環境局資料
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３これから何が大切か

④2020年東京オリンピックと環境エネルギー政策

出典：「２０２０年オリンピック立候補ファイル」
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３これから何が大切か

④2020年東京オリンピックと環境エネルギー政策

■第１の意義

・2000年シドニー、2012年ロンドンの

環境オリンピックの流れを継ぎ、高める

■第２の意義

・東日本大震災からの復興の姿を

エネルギーの分野でも先導的に示す

■第３の意義

・気候変動対策の新たな国際的枠組みが始まる年

のオリンピック
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３これから何が大切か

④2020年東京オリンピックと環境エネルギー政策

（立候補ファイルより）

・2020年東京大会は、競技会場の建設や運営にできる

限りエネルギーを使わない、カーボン排出の少ない大

会とする

・すべての競技会場及び施設をCASBEEの最高ランクに

・大会施設・会場において、再生可能エネルギーの導入

利用とともに、グリーン電力・熱証書の活用により、

グリーンエネルギーを100%使用する。
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３これから何が大切か

④2020年東京オリンピックと環境エネルギー政策

持続可能なエネルギーシステム実現に向け

日本と世界の先駆例となることを

２０２０年東京オリンピックのレガシーに
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自然エネルギーを基盤とする社会へ

公益財団法人 自然エネルギー財団


